
青森県立保健大学の官学連携・地域貢献促進研究の概要 

【平成２６年度 研究推進・知的財産センター指定型研究 官学連携・地域貢献促進研究】 

 
 健康教育の際は、児童が興味・関心を高めるような視覚教材を使用したり、ゲーム的な要素を取り入れた質問や運動など工夫したことで、児童から 
興味・関心の言動が認められた。この時期の子どもたちが望ましい生活習慣を形成するためには、子どもたち自らが納得してよりよい生活習慣 
づくりを決断し、根気よく続けていくことが大切である。 
 次年度は『地域の実態や実情』を踏まえた生活習慣の健康教育プログラム（試案）を元に実践・評価していく予定である。 

背景と目的 

成果 

【背景】  

 従来、生活習慣病の予防対策は、大人を対象としたものであったが、近年の疫学的、分子生物学的研究から、
小児期の肥満は成人期の肥満へつながり、生活習慣病発症の要因になることが示されている。青森県の子どもの
肥満は男女とも全年齢で全国平均を上回る全国1位の出現率であり、子どものころから健康教育を行うことは大人
になってからの平均寿命のアップにつながる。 
【目的】 
 青森県内の児童に対する生活習慣調査で得られた結果を参考に、子どもが健康になる為に必要な健康教育を 
横浜町教育委員会や学校と連携し実践する。 

 横浜町内の小学校を対象に、生活習慣について、 
地域の実情に即した肥満予防に向けた健康教育を 
考案・実施する。 

 健康教育の詳細については図1を参照 
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内容・方法 

 図１ 健康教育の詳細 


